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平成２８年度 一般社団法人北海道農業会議 事業報告 

 
Ⅰ 諸会議の開催 
 

１ 総会の開催 
一般社団法人北海道農業会議の事業計画、予算等を審議、決定するため、以下のとお

り総会を開催した。 
 

 ＜一般社団法人北海道農業会議第８１回総会＞ 

開催月日 平成２８年６月２１日 

開催場所 札幌市・ホテル札幌ガーデンパレス 

議    事 

 

 

 

議案第１号 平成２７年度北海道農業会議事業報告並びに収支

決算の承認について 

議案第２号 平成２７年度北海道農業会議職員退職給与積立金

会計収支決算の承認について 

議案第３号 一般社団法人北海道農業会議の事業予算の執行に

関する決議について 

議案第４号 一般社団法人北海道農業会議役員候補者選考規程

の制定について 

議案第５号 一般社団法人北海道農業会議の役員の選任につい

て 

議決 

 

議決 

 

議決 

 

議決 

 

議決 

 

協  議 「農業委員会活動強化促進運動」推進方針（案）について 議決 

 

＜一般社団法人北海道農業会議臨時総会＞ 

開催月日 平成２８年１０月２５日 

開催場所 札幌市・ＴＫＰ札幌ビジネスセンター赤レンガ前 

議    事 

 

議案第１号 一般社団法人北海道農業会議の役員の選任につい

て 

議決 

 

 ＜一般社団法人北海道農業会議第 82回総会＞ 

開催月日 平成２９年３月２２日 

開催場所 札幌市・第２水産ビル 

表  彰 ① 平成 28年度農業委員・農地利用最適化推進委員・農業委員会職員

永年勤続表彰 

② 平成 28年度全国農業新聞普及推進活動表彰 

議    事 

 

議案第１号 一般社団法人北海道農業会議の役員の選任につい

て 

議案第２号 平成２８年度一般社団法人北海道農業会議収支補

正予算の決定について 

議案第３号 平成２９年度一般社団法人北海道農業会議理事及

び監事の報酬等の額の決定について 

議案第４号 平成２９年度一般社団法人北海道農業会議事業計

画並びに収支予算の決定について 

議決 

 

議決 

 

議決 

 

議決 

 



２ 

 

議案第５号 平成２９年度一般社団法人北海道農業会議会費の

賦課方法及び徴収時期について 

議案第６号 平成２９年度一般社団法人北海道農業会議借入金

最高限度額及び預入先・借入先金融機関の決定に

ついて 

議決 

 

議決 

 

 

 

２ 理事会の開催 
一般社団法人北海道農業会議の総会での提案事項、諸規程の制定等について協議・決

定するため、以下のとおり理事を開催した。 

また、常設審議委員会の委員の選任に関し、理事会に諮った。 
 

 ＜第１回＞ 

開催月日 平成２８年５月１８日 

開催場所 札幌市・ホテル札幌ガーデンパレス 

議    案 

 

 

 

 

議案第１号 総会の招集及び総会に付議すべき事項について 

議案第２号 諸規程の制定に関する事項について 

議案第３号 理事会権限の常設審議委員会への一部委任につい

て 

議案第４号 業務執行の決定について 

議決 

議決 

議決 

 

議決 

報  告 会長及び専務理事の職務の執行状況について 

常設審議委員会が行った処理について 

 

 ＜第２回＞（書面による理事会） 

同意期限 平成２８年６月１７日 

議    案 

 

議案第１号 一般社団法人北海道農業会議 常設審議委員の選

任に関する了承について 

議決 

 

 

 ＜第３回＞（書面による理事会） 

同意期限 平成２８年７月２１日 

議    案 

 

議案第１号 一般社団法人北海道農業会議 常設審議委員の選

任に関する了承について 

議決 

 

 

 ＜第４回＞（書面による理事会） 

同意期限 平成２８年９月１日 

議    案 

 

議案第１号 一般社団法人北海道農業会議 常設審議委員の選

任に関する了承について 

議決 

 

 

 ＜第５回＞（書面による理事会） 

同意期限 平成２８年９月２６日 

議    案 議案第１号 臨時総会の招集及び臨時総会に付議すべき事項 議決 

 

 ＜第６回＞ 

開催月日 平成２９年２月１５日 



３ 

 

開催場所 札幌市・ホテル札幌ガーデンパレス 

議    案 

 

 

 

 

議案第１号 一般社団法人北海道農業会議常設審議委員の選任

に関する了承について 

議案第２号 総会の招集及び総会に付議すべき事項について 

議案第３号 一般社団法人北海道農業会議の会長・副会長・専

務理事候補者の選考に関する規程の制定について 

議案第４号 給与規程の改定について 

議案第５号 一般社団法人北海道農業会議臨時総会の開催に関

する申し合わせ 

議案第６号 重要な職員の選任について 

議決 

 

議決 

議決 

 

議決 

議決 

 

議決 

検  討 定款の内容に関する検討について 

報  告 会長及び専務理事の職務の執行状況について 

常設審議委員会が行った処理について 

 

 

３ 監事会の開催 
北海道農業会議の平成２７年度会計について監査を行うため監事会を開催した。 

      開催月日    平成２８年５月１７日 

      開催場所    札幌市・一般社団法人北海道農業会議事務所 

   監査内容  平成２７年度北海道農業会議会計（後期分） 

 

 

４ 代表・専務理事会議の開催 

一般社団法人の業務執行方針に関する協議を行うことを目的に、以下により代表・専

務理事会議を開催した。 

 ＜第１回＞ 

  〇 開催月日 平成 28年５月 16日 

  〇 開催場所 札幌市・ＫＫＲホテル札幌 

  〇 協議事項 ①理事会の開催と提出議案について 

・常設審議委員・理事の選出方法について 

・「農業委員会活動強化促進運動」推進方針（案）について 

・平成２８年度農業者年金加入推進方針（案）について 

・平成２８年度全国農業新聞普及拡大対策（案）について 

         ②北海道選出国会議員要請集会及び全国農業委員会会長大会・代表要

請への対応について 

          ・要望原案について 

          ・行動計画について 

         ③農林水産省への提案事項（案）について 

         ④平成２８年度上半期の行動予定について 

         ⑤会長・副会長の役割分担の状況について 

＜第２回＞ 

  〇 開催月日 平成 28年７月 25日 

  〇 開催場所 札幌市・ＫＫＲホテル札幌 

  〇 協議事項 ①平成 28年度第２回地方農業委員会連合会会長会議の開催について 

②平成 29年度一般社団法人北海道農業会議会費額等の方針について 



４ 

 

＜第３回＞ 

  〇 開催月日 平成 29年１月 23日 

  〇 開催場所 札幌市・ホテル札幌ガーデンパレス 

  〇 協議事項 ①第６回理事会の開催について 

②第６回理事会への提案事項について 

③「一般社団法人北海道農業会議普通会員・賛助会員の入退会に関し

て会長が別に定める様式の規定」の制定について 

④平成 29年度一般社団法人北海道農業会議の総会等の日程について 

⑤平成 29 年度一般社団法人北海道農業会議常設審議委員会の開催日

程について 

⑥平成２９年度事務局職員の配置について 

 

 

５ 理事候補者選考委員会の開催 

欠員となった理事１名の候補者選出についての協議を行うことを目的に、理事候補者

選考委員会を開催した。 

  〇 開催月日 平成 28年６月９日 

  〇 開催場所 札幌市・ＫＫＲホテル札幌 

  〇 協議事項 （一社）北海道農業会議役員選出団体の決定等について 

  〇 出席団体 北海道農業共済組合連合会 

公益財団法人北海道農業公社 

北海道土地改良事業団体連合会 

北海道農業信用基金協会  

一般社団法人北海道酪農協会 

（本会議会員名簿順） 

 

 

６ 常設審議委員候補者互選会の開催 

欠員となった常設審議委員１名の候補者を選出する団体を互選することを目的に、常

設審議委員候補者互選会を開催した。 

  〇 開催月日 平成 28年６月９日 

  〇 開催場所 札幌市・ＫＫＲホテル札幌 

  〇 協議事項 （一社）北海道農業会議常設審議委員選出団体の決定等について 

  〇 出席団体 公益財団法人北海道農業公社 

北海道土地改良事業団体連合会 

北海道農業信用基金協会  

一般社団法人北海道酪農協会 

（本会議会員名簿順） 

 

 

７ 地方農業委員会連合会会長会議の開催 

北海道選出国会議員に対する要請事項等について、また農業委員会法改正に伴う本会

議の組織変更に伴う諸課題に関する検討を行うことを目的に、以下により地方農業委員

会連合会会長会議を開催した。 

 ＜第１回＞ 



５ 

 

  〇 開催月日 平成 28年５月 17日 

  〇 開催場所 札幌市・ホテルエルムサッポロ 

  〇 協議事項 北海道選出国会議員要請集会における一般社団法人北海道農業会議の

要望事項の検討について 

 ＜第２回＞ 

  〇 開催月日 平成 28年８月 25日 

  〇 開催場所 札幌市・第二水産ビル 

  〇 協議事項 ①一般社団法人北海道農業会議臨時総会開催の要否について 

②北農５連からの本会議会費に関する申し入れへの対応について 

③全国農業新聞組織助成について 

 

 

 

Ⅱ 農政対策の推進 
 

１ 基本農政の確立対策 
平成 29年度の農業政策の基本確立に関する政策提案と農業・農業委員会に対する国費

予算等についての要望について、本会議理事会・常設審議委員会のほか、地区別農業委

員会会長・事務局長会議等において検討、意見の積み上げを行い、政策提案・要望とし

てとりまとめ、平成 28 年 5月 26日に開催した北海道選出国会議員要請集会等において、

①ＴＰＰ協定における国会決議の遵守、②食料自給率向上のための農政の確立、③農地

政策の充実強化（所有権移転の促進等）、④担い手の育成と経営支援対策の強化（支援

施策の重点化等）について要請を行った。 

加えて、「国家戦略特区法による農地法特例措置については、特区内に限定すること」、

「農地所有適格法人の出資については現行要件を堅持すること」を要請した。 

また、12月１日開催の全国農業委員会会長代表者集会参加に連動して、本道農業委員

会組織としての重点要望をとりまとめたうえで、北海道選出国会議員に対して要請を実

施した。要請事項は、①ＴＰＰ協定承認に際しての国会決議の遵守等、②指定生乳生産

者団体制度の堅持、③地域の実情に即した農地集積対策と関係予算の確保、④担い手育

成対策の強化と農地所有適格法人要件の堅持、⑤農業農村整備事業の拡充と予算の確保、

⑥農業委員会関係予算の確保の６点である。 

 

 

２ 台風による農地・農作物等被害対策 
8 月以降の台風被害の実態について本会議役職員が被災地を訪問して聞き取りを行った

ほか、常設審議委員会における検討を経て「被災農地の早急な復旧対策の実施」、「農地復

旧対策実施における現場判断の重視」、「被災農家の生産回復を早急に図るための支援の実施」

について、11月 12日に上京して本道選出国会議員に対し、翌 13日には北海道農政部長に

対して、それぞれ要請を実施した。 

また、12月１日開催の全国農業委員会会長代表者集会参加に連動して、北海道選出国

会議員に対して、上記に加えて「作付体系の回復に向けた経営、技術ならびに資金等の支援」、

「冠水による土壌汚染への対策」、「賃貸借権等が設定されている農地における所有者と利用者

との復旧費用の負担のあり方などに関する関係行政機関からの助言等支援」を要請した。 

 

 



６ 

 

３ 農業関係税制改正対策 
 平成 29年度農業関係税制改正に係る要請事項について、市町村農業委員会に対して要

望意見の提出を求め、平成 28年 6月に「農業関係税制に関する要望」を取りまとめ、全

国農業会議所に提出した。 

 特に、担い手への農地集積の促進として、農地等の譲渡所得税特別控除額の引き上げ

及び区分の設定、生前一括贈与の納税猶予制度の緩和、農業経営基盤強化準備金制度の

恒久化と拡充、軽油引取税の課税免除の恒久化、青色申告特別控除額の引き上げなどを

重点として要請した。 

 

 

４ 農業者年金対策 
 平成 28 年度からスタートした「加入者累計 13 万人に向けた後期２カ年強化運動」に

基づき農業者年金制度への加入推進活動に取り組むとともに、北海道農業者年金協議会

と一体的な対策活動を推進した。 

また、本会議では、北海道選出国会議員要請集会において農業者年金制度における政

策支援対象者の拡充について要請を行い、北海道農業者年金協議会では、第 37回総会に

おいて「農業者年金制度の充実に関する要望」を決議し、平成 28年８月４日に農業者年

金基金並びに全国農業者年金連絡協議会に対し要請を行い、11月 30 日に開催された「農

業者年金の加入推進に向けた意見交換会」において、農林水産省に対し要請を行った。 

 

 

 

Ⅲ 農業委員会系統組織対策の推進 
 

１ 地区別農業委員会会長・事務局長会議の開催 

最近の農業・農地に関する情勢を受け、今後の農業委員会活動の推進と平成２９年度

国費予算並びに政策要望に向けた検討を行うため、地区別農業委員会会長・事務局長会

議を開催した。 

〇 開催月日 平成２８年４月７日～２６日 

〇 開催場所 北見市、釧路市、岩見沢市、倶知安町、厚沢部町、士別市、洞爺湖町、

根室市、札幌市、浦河町、帯広市、七飯町、稚内市、遠別町（計１４

ヵ所） 

〇 出席者数 延べ３６１人 

〇 協議事項 ①平成２９年度農業・農業委員会関係予算並びに政策要望に向けた検

討について 

②一般社団法人北海道農業会議の役員の選任と常設審議委員の選任に

ついて 

③農業者年金の加入推進等について 

④農業委員会系統組織の情報提供活動の取組と全国農業新聞の普及推

進について 

⑤改正農業委員会法施行の状況について 

⑥平成２８年度北海道農業会議事業のスケジュールについて 

 

２ 各種研修会の開催 



７ 

 

  農業委員会における農業委員会等に関する法律・農地法等の適正な業務の推進を図る

ことを目的に、事務局職員・農業委員・農地利用最適化推進委員を対象に以下のとおり

研修会等を実施した。 

 

（１）市町村農業委員会職員基礎研修会 

  〇 開催月日 平成２８年 ６月 ８日 

  〇 開催場所 札幌市 第二水産ビル Ａ会議室 

 〇 参加人数 １５０人（農業委員会事務局職員） 

 〇 研修項目 ①農業委員会制度の概要について 

②農地制度の概要について 

・農地の権利移動について 

・農地転用について 

・農地所有適格法人制度・報告等の対応について 

・利用状況調査及び利用意向調査の実施について 

 

（２）市町村農業委員会新任事務局長研修会 

  〇 開催月日 平成２８年 ７月１２日 

  〇 開催場所 札幌市 第二水産ビル Ａ会議室 

  〇 参加人数 ６３人（農業委員会新任事務局長） 

  〇 研修項目 ①農業委員会制度の概要について 

②農地制度の概要について 

③農地転用許可制度について 

 

（３）市町村農業委員会事務局長研修会 

  〇 開催月日 平成２８年 ７月１３日 

  〇 開催場所 札幌市 第二水産ビル Ａ会議室 

  〇 参加人数 １４６人（農業委員会事務局長） 

  〇 研修項目 ①農業委員会業務の留意点について 

②農地所有適格法人の要件について  

③農地転用における留意点等について 

④女性農業委員等の登用に向けた対応等について 

⑤農地利用最適化交付金について 

⑥農地情報公開システムの概要と今後について 

⑦農地利用最適化交付金に係る質疑応答 

⑧農業者年金業務の重点事項と加入推進について 

⑨農業委員会業務・活動強化促進運動について 

 

（４）農地台帳システム（農地情報公開システム・フェーズ２）操作研修会 

  〇 開催月日 平成２８年 ７月１４日 

  〇 開催場所 札幌市 ＴＫＰ札幌駅カンファレンスセンター 

  〇 参加人数 ３３人（農業委員会事務局職員） 

  〇 研修項目 ①農地情報公開システムの進捗状況について 

②農地台帳システムの操作のついて 

③農地台帳に関する意見交換 
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（５）ブロック別農業委員会職員研修会 

  〇 開催月日・開催場所  

    平成２８年 ９月 ５日 札幌市 北海道建設会館 

    平成２８年 ９月 ７日 帯広市 十勝農協連ビル 

    平成２８年 ９月１３日 北斗市 北斗市農業振興センター 

    平成２８年 ９月２７日 北見市 オホーツク木のプラザ 

    平成２８年 ９月２８日 旭川市 勤労者福祉会館 

  〇 参加人数 ２１５人（農業委員会事務局職員） 

  〇 研修項目 ①農業委員会業務に係る留意点等について 

・農業委員会法改正に伴う新たな農業委員の選任について 

・農業委員会の適切な新制度への意向について 

・農地所有適格法人の定期報告について 

②農地法業務に係る留意点等について 

・利用状況調査と利用意向調査の実施について 

・農地転用に関する北海道農業会議への意見聴取方法等について 

・農地情報公開システムの移行に伴う状況について 

③女性農業委員等の登用に向けた対応等について 

 

（６）地区別農業委員等研修 

  〇 開催月日・開催場所 

平成２８年１０月２７日 旭川市  旭川市大雪クリスタルホール 

平成２８年１０月２８日 北見市  北見市端野町公民館 

平成２８年１０月３１日 遠別町  生涯学習センターマナピィ・２１ 

平成２８年１１月 １日 札幌市  北海道自治労会館 

平成２８年１１月 ２日 月形町  月形町多目的研修センター 

平成２８年１１月 ４日 猿払村  猿払村交流センター 

平成２８年１１月 ８日 日高町  門別総合町民センター 

平成２８年１１月１０日 北斗市  北斗市農業振興センター 

平成２８年１１月１１日 厚沢部町 厚沢部町民交流センターあゆみ 

平成２８年１１月１１日 根室市  北海道立北方四島交流センター 

平成２８年１１月１４日 仁木町  仁木町民センター 

平成２８年１１月１５日 苫小牧市 苫小牧市労働福祉センター 

平成２８年１１月１６日 帯広市  とかちプラザ 

平成２８年１１月１８日 釧路町  釧路町公民館   

  〇 参加人数 ２，０００人（農業委員、農業委員会事務局職員） 

  〇 研修項目 ①ＴＰＰ協定と国内農業をめぐる情勢について 

②農業委員会法の改正に伴う農業委員等の任命等について 

③農地利用最適化交付金と農業委員の活動記録の徹底について 

④利用状況調査と利用意向調査並びにそれに伴う課税の強化について 

⑤農業者年金の加入推進と実態を伴った経営移譲の確保について 

⑥女性農業委員の登用に向けた対応等について 

 

（７）農地台帳システム（農地情報公開システム・フェーズ２）操作研修会 

  〇 開催月日・開催場所 

    平成２８年１２月 ７日 札幌市 TKP札幌駅ｶﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ 
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    平成２８年１２月１５日 帯広市 とかち館 

  〇 参加人数 ８６人（農業委員会事務局職員） 

  〇 研修項目 ①農地情報公開システム（ﾌｪｰｽﾞ２）の進捗等につい 

②農地情報公開システム（ﾌｪｰｽﾞ２）農地台帳システムの操作デモにつ

いて 

③農地情報公開システム（ﾌｪｰｽﾞ２）に関する意見・交換 

 

（８）地区別農業法人設立研修会 

  〇 開催月日・開催場所 

    平成２９年２月 ６日 帯広市 十勝総合振興局 

    平成２９年２月 ７日 釧路市 釧路市生涯学習センター 

    平成２９年２月 ９日 北見市 北見市芸術文化ホール 

    平成２９年２月１０日 旭川市 旭川市大雪クリスタルホール 

    平成２９年２月１３日 札幌市 かでる２・７ 

  〇 参加人数 ４３０人（農業委員会事務局職員、農業者等） 

  〇 研修項目 ①道内における農業経営の法人化の状況等について  

②農地制度の基本・農業法人制度の概要 

③農地所有適格法人の設立の流れ 

④法人化を考えるにあたって 

 

（９）ブロック別農地業務担当職員研修会 

  〇 開催月日・開催場所 

    平成２９年 ２月１６日 札幌市 第二水産ビル 

    平成２９年 ２月２１日 釧路市 釧路市交流プラザさいわい 

    平成２９年 ２月２３日 北見市 北見市ｵﾎｰﾂｸ木のﾌﾟﾗｻﾞ 

    平成２９年 ２月２４日 旭川市 旭川市大雪クリスタルホール 

    平成２９年 ２月２８日 北斗市 北斗市農業振興センター 

  〇 参加人数 ２３２人（農業委員会事務局職員・市町村農政担当職員） 

  〇 研修項目 ①農地法に基づく農業委員会業務について 

②農地転用許可申請に係る事務等について  

③農地利用最適化交付金に関する事項について 

④農業委員会等に関する法律第３７条に基づく情報の公表について 

⑤農業委員会総会議事録の公表等について 

⑥農地法第３条許可申請書記入マニュアルについて 

⑦新たな農業委員会法に基づく農業委員の選任並びに女性農業委員等

の登用について 

 

（１０）農業委員等研修会 

  〇 開催月日 平成２９年 ３月２２日 

  〇 開催場所 札幌市 かでる２・７ 

  〇 参加人数 ３５６人（農業委員、農業委員会事務局職員） 

  〇 研修項目 農業委員会組織を取り巻く情勢と今後の取り組み課題について 

 

（１１）農地台帳操作研修会 

  〇 開催月日 平成２９年 ３月２２日 
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  〇 開催場所 札幌市 ＴＫＰ札幌駅カンファレンスセンター 

  〇 参加人数 １１９人（農業委員会事務局職員） 

  〇 研修項目 ①農地情報公開システム（フェーズ２）の進捗等について 

②農地情報公開システムの基本操作に関する研修 

③住基・突合アプリの仕様等について 

④農地情報公開システムにおける必須作業について 

⑤農地情報公開システムに関する意見交換 

 

 

３ 新たな農業委員が選出される市町村に対する積極的な支援と農業委員会の円滑

かつ効果的な運営に向けた支援 
 新たな農業委員会法の施行に伴い、平成 29年３月末までに８市町において農業委員会

が新体制に移行し、そのうちの２農業委員会においては農地利用最適化推進委員が委嘱

された。 

 本会議では、この移行と委嘱の適正かつ円滑な推進に資することを目的に、調査を実

施して情報を収集したほか、主催する会議及び研修会において情報を提供するとともに、

市町村農業委員会等からの電話相談、来訪相談並びに現地訪問時相談に対して助言指導

を行った。 

 

 

４ 農業委員会業務・活動強化促進運動の取組 
平成２８年６月２１日開催の北海道農業会議第８１回総会において、「農業委員会活動

強化促進運動」の推進方針を決定、本道農業委員会系統組織として、遊休農地の発生防

止、担い手の育成・確保を目標に、平成２９年８月まで取り組むことした。 

 

（１）推進方針の啓発活動 

   「農業委員会活動強化促進運動」の取組への理解を図るため、農業委員会事務局長研

修会等において説明を行った。 

 

 【運動の重点事項】 

  １）農地制度の適正かつ円滑な執行 

  ２）優良農地の確保・有効利用と遊休農地の解消・発生防止 

  ３）認定農業者・法人等多様な担い手の育成・確保 

  ４）地域の実情に応じた農業・農村の活性化対策の推進 

 

（２）農地パトロールの一斉実施 

   平成２８年８月～１１月の４ヶ月間を「全道農地パトロール月間」として設定、全

道農業委員会が一斉に農地パトロールに取り組み、耕作放棄地、低利用農地等の実態把

握、並びに是正指導の推進を促進した。 

 

 

５ 女性・若手農業委員の登用対策等 
女性農業委員の登用促進と女性農業員の取組について情報交換するための研修会を開

催した。 

また、全国段階における女性農業委員等の登用の実態を把握すると共に、以下の各種
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研修会等を通じて、農業委員会等に関する法律に基づき、女性農業委員・若手農業委員

の登用の必要性並びに考え方等について周知を行った。 

  

（１）東北・北海道女性農業委員研修 

  〇 開催月日 平成２８年１１月１７日 

  〇 開催場所 山形県山形市 ホテルメトロポリタン山形 

  〇 参加人数 １９３人（道内出席 ８人） 

  〇 研修項目 ①改正農業委員会法における農業委員会組織について 

②婚活にみる女性たちの地域目線の変化 

          ～ 農業への新たな希望 ～ 

③地域や新制度での女性農業委員の活動 

          ・山形県山形市農業委員会 

          ・岩手県二戸市農業委員会 

 

（２）女性農業委員登用促進研修会 

  〇 開催月日 平成２９年 １月１１日 

  〇 開催場所 東京都 弘済会館 

  〇 参加人数 １４２人（道内出席 ３人） 

  〇 研修項目 ①「女性目線からみた農業経営 ～地域活性化の為のヒント～」 

②意見交換・報告 

・改正農地法を受けた今後の女性登用対策について 

・「農地利用の最適化の推進」に向けた女性農業委員に求められる役

割と取り組み 

・地域活性化に向けた新たな取り組みについて 

 

（３）女性の農業委員会活動推進シンポジウム 

  〇 開催月日 平成２９年 ３月 ９日 

  〇 開催場所 東京都 都市センターホテル 

  〇 参加人数 ４７８人（道内出席 １２人） 

  〇 研修項目 ①農業委員と農地利用最適化推進委員の女性登用促進にむけて 

②農業者年金のメリットと加入推進について 

③パネルディスカッション 

          テーマ：地域活性化について考える ～女性が頑張る町おこし！～ 

  新潟県新潟市農業委員会 

 岐阜県飛騨市農業委員会 

              宮崎県都城市農業委員会 

 

（４）女性農業委員活動強化研修会 

  〇 開催月日 平成２９年 ３月２１日 

  〇 開催場所 札幌市 北海道自治労会館 

  〇 参加人数 ３４人（女性農業委員、農業委員会事務局職員） 

  〇 研修項目 ①北海道における女性農業委員の登用状況と求められる活動について 

②農政をめぐる情勢と改正農業委員会法における農業委員会の使命と

役割 ～「農業委員会？」から「農業委員会いいね！」に向けて～ 

③事例報告 
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・おしま女性農業委員の会の設立経過と活動について 

・上川管内女性農業委員研修会について 

 

（５）各種研修会 

  １）市町村農業委員会職員基礎研修会 

  ２）市町村農業委員会新任事務局長研修会 

  ３）市町村農業委員会事務局長研修会 

  ４）ブロック別農業委員会職員研修会 

  ５）地区別農業委員等研修会 

  ６）ブロック別農地業務担当職員研修会 

  ７）農業委員等研修会 

 

 ※ 詳細については、「Ⅲ－２各種研修会の開催」に記載。 

 

 

６ 市町村農業委員会・都府県農業会議・全国農業会議所との連携・協力 

 ○ 市町村農業委員会の行う業務の適正かつ円滑な推進を図るため、事業毎の担当者会

議、研修会等を開催し、各種事業の適正な執行に協力するとともに、市町村農業委員

会職員等からの電話相談・来訪相談・現地訪問相談に加え、農業委員、農地利用最適

化推進委員等を対象とした事務所来訪時研修・現地支援・研修協力をすすめ、随時必

要な情報の提供を行った。 

 ○ 市町村農業委員会業務推進支援等のため、以下により巡回して指導・助言を行った。 

   対象農業委員会 170農業委員会 

   巡回人数    8名 

 ○ 東北６県農業会議及び都府県農業会議と全国農業会議所の行う各種事業に対する実

施協力並びに、関係諸会議への参画、現場段階との連絡調整など、必要な支援・協力

をすすめた。 

 

 

 

Ⅳ 農地対策の推進 
 

１ 農地制度・農地流動化対策の推進 

優良農地の確保と認定農業者等の担い手への農地の集積を図ることを目的に、農地制

度の考え方、農地法に基づく利用状況調査・利用意向調査の実施、農地台帳の整備など

について、以下の各種研修会を通じて周知を行った。 

農地台帳については、農地情報公開システム・フェーズ２により、システムの移行が

行われていることから、新システムに対応すべく操作研修会を開催し、システムの普及

を行った。 

また、農業委員会ネットワーク機構として、農業委員会の業務のサポートを行うため、

農地相談・法人相談等に対応した。 

 

（１）各種研修会 

１）市町村農業委員会職員基礎研修会 

２）市町村農業委員会新任事務局長研修会 
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３）市町村農業委員会事務局長研修会 

４）農地台帳システム（農地情報公開システム・フェーズ２）操作研修会 

５）ブロック別農業委員会職員研修会 

６）地区別農業委員等研修 

７）地区別農業法人設立研修会 

８）ブロック別農地業務担当職員研修会 

９）農業委員等研修会 

 

※ 詳細については、「Ⅲ－２ 各種研修会」に記載。 

 

 

２ 交換分合促進対策事業 

本道農業が直面している厳しい経営環境のもとで、安定的な土地利用型農業を確立す

るためには、農地の流動化とともに集団化を一体的に推進し、担い手に対する農地の利

用集積を基礎に、地域ぐるみで農地の高度利用を促進することが重要である。 

このため、全道的に交換分合事業を主体とする農地集団化事業を積極的かつ円滑に推

進するとともに、交換分合事業に係る関係役職員の研修会等の開催をはじめ、交換分合

実施農業委員会等に対する助言指導等に関する相談活動と実施希望市町村等を対象とし

た啓発活動等の諸事業を実施した。 

 

（１）ブロック別交換分合事業推進研修会の開催 

〇 開催月日・場所 平成 28年 9月 5日(月) 札幌市 北海道建設会館    

7日(水) 帯広市 農協連ビル      

13日(火) 北斗市 北斗市農業振興ｾﾝﾀｰ  

27日(火) 北見市 ｵﾎｰﾂｸ木のﾌﾟﾗｻﾞ     

28日(水) 旭川市 勤労者福祉会館     

  〇 研修事項 ① 交換分合事業制度をめぐる情勢について 

         ② 交換分合事業制度の概要について 

         ③ 交換分合事業の推進について 

  〇 参加人員  農業委員会職員、市町村職員、土地改良区職員、（総合）振興局産業

振興部職員 計 54名 

 

（２）交換分合実務研修会の開催 

  〇 開催月日 平成 28年 2月 20日(月)、21日(火) 

  〇 開催場所 札幌市 (一財)北海道自治労会館 

  〇 研修事項 ① 交換分合事業制度をめぐる情勢について 

         ② 土地改良法の概要について 

         ③ 交換分合事業制度の概要について 

         ④ 交換分合の取組事例について 

         ⑤ 交換分合事業制度と農業者年金制度の関係について 

         ⑥ 交換分合計画の樹立と計画書作成実務について 

  〇 参加人員 農業委員会職員、（総合）振興局産業振興部職員、市町村職員 

         計 5 名 

 

（３）交換分合に係る啓発及び指導の実施 
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   交換分合事業に関する資料を作成し、事業実施並びに実施希望農業委員会に対して、

資料の配布・現地対応等による啓発普及指導を行うとともに、事例交流会、意向調査・

地区合意・計画作成に係る助言指導等、現地指導を実施した。 

   作 成 資 料 名：①交換分合事業制度の概要 

②農用地等交換分合事業道内実施市町村事例集 

③農地をまとめてみませんか（交換分合事業推進用ﾘｰﾌﾚｯﾄ） 

   啓発普及指導：３市町村農業委員会 

   助 言 指 導 等：１市町村農業委員会 

 

 

３ 北海道耕作放棄地対策協議会の活動 

  本道における耕作放棄地（荒廃農地）の解消に向けた活動の支援を行うため、関係機

関・団体で構成する「北海道耕作放棄地対策協議会」（事務局：北海道農業会議）の事務

局として、耕作放棄地再生利用緊急対策推進事業を実施した。 

 

（１）構成団体 

団体名称 役職 

北海道 幹事長 

北海道農業会議 会長・事務局 

北海道農業協同組合中央会 監事 

北海道土地改良事業団体連合会 副会長 

公益財団法人 北海道農業公社  

  オブザーバー 

 団体名称 

北海道開発局 

農林水産省北海道農政事務所 

 

（２）平成２８年度実績 

   平成２８年度において再生した農地面積 ６１．７８ｈａ 

 

 

 

Ⅴ 担い手・農業法人対策等の推進 
 

１ 認定農業者等担い手育成・農地所有適格法人 

認定農業者や農地所有適格法人等、地域農業における担い手の育成・確保を図ること

を目的に、担い手への一元的な支援を行うためのワンストップ支援窓口の設置並びに、

北海道農政部（法人サポートデスク）、北海道農業協同組合中央会との連携を促進し、担

い手等からの相談に対する助言・現地指導等を実施した。 

 

【農地所有適格法人の設立等に関する相談対応活動】 

 相談件数等：１０９件 

 

 

２ 家族経営協定の推進 
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地域における農業経営や暮らしの改善を目的に、関係機関と連携し家族経営協定の普

及推進を行った。また、新農業者年金制度の政策支援要件であることから、農業者年金

の加入推進活動と連動し啓発活動に努めた。 

（１）啓発活動 

   農業者年金制度研修会等の場を活用し、家族経営協定の意義・内容を説明した。ま

た、家族経営協定の締結について相談活動を行った。 

（２）資料の提供 

   農業者年金制度の普及資料と併せて、農業委員会にパンフの提供を行った。 

   提供資料：パンフ「家族経営協定で新しい時代をひらく」 

 

 

３ 農の雇用事業 

本事業は、①農業の高齢化・担い手不足および規模拡大・経営多角化、②新規就農者

の定着を拡大、農業従事者 40万人を確保、③「農林水産業・地域の活力創造プラン」に

よる「農政新時代」に必要な人材力を強化、等を背景に、農業分野における次世代の農

業を担う人材の育成・確保を目的として、事業実施を希望する経営体の募集、採択後の

経営者等及び研修生を対象とした研修会の実施、現地確認調査等の業務を実施した。 

なお、平成２６年度からは、従来の事業を「雇用就農者育成タイプ」と位置付けし、

「法人独立支援タイプ（将来新たに農業法人を設立して独立する就農希望者を雇用して

研修を実施する場合の研修経費を助成）」及び「次世代経営者育成派遣研修支援事業（次

世代を担う従業員や後継者を他法人に派遣し研修を実施させる場合、派遣した者の代替

職員を雇用した場合の人件費等を助成）」が創設された。 

 

（１）事業実施状況について 

平成 28年度予算において、雇用就農者育成タイプ事業について一般社団法人全国農

業会議所から事業委託を受け、実施した。 

さらに、法人独立支援タイプ及び次世代経営者育成派遣研修支援事業についても、

一般社団法人全国農業会議所から事業委託を受け、実施した。 

なお、各タイプ・事業に係る本年度の新規応募・採択経営体数及び研修生数は次の

通りである。 

 

【平成 28年度における新規応募・採択経営体数及び研修生数】 

＜全国＞ 

事業名 
応募数 採択数 

経営体 研修生 経営体 研修生 

平成 28年度第 1回募集 
（平成 28年度予算） 

144件 175名 126 件 175名 

平成 28年度第 2回募集 
（平成 28年度予算） 

881件 1,207名 819 件 1,106名 

平成 28年度第 3回募集 
（平成 28年度予算） 

509件 642名 474 件 589名 

平成 28年度第 4回募集 
（平成 28年度予算） 

401件 503名 365 件 446名 
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平成 28年度第 5回募集 
（平成 28年度予算） 

411件 529名 361 件 464名 

平成 29年度第１回募集 
（平成 28年度募集受付、 
平成 29年度予算執行） 

209件 239名 178 件 200名 

法人独立支援タイプ 
（雇用就農者育成タイプと併せて募集） 

9件 10名 9件 10名 

次世代経営者育成派遣研修事業
（随時募集） 

1件 1名 1件 1名 

 

＜北海道＞ 

事業名 
応募数 採択数 

経営体 研修生 経営体 研修生 

平成 28年度第 1回募集 
（平成 28年度予算） 

7件 7名 5件 7名 

平成 28年度第 2回募集 
（平成 28年度予算） 

62件 91名 58件 87名 

平成 28年度第 3回募集 
（平成 28年度予算） 

34件 44名 34件 43名 

平成 28年度第 4回募集 
（平成 28年度予算） 

18件 22名 17件 19名 

平成 28年度第 5回募集 
（平成 28年度予算） 

21件 27名 18件 20名 

平成 29年度第１回募集 
（平成 28年度募集受付、 
平成 29年度予算執行） 

16件 24名 12件 16名 

法人独立支援タイプ 
（雇用就農者育成タイプと併せて募集） 

0件 0名 0件 0名 

次世代経営者育成派遣研修事業
（随時募集） 

0件 0名 0件 0名 

 

（２）農の雇用事業にかかる事業説明・研修会の開催 

 ア．指導者向け研修会の開催 

  〇 開催月日 

    平成 28年度第 1回募集 平成 28年 4月 26日 

平成 28年度第 2回募集 平成 28年 8月 17、22、26、30日 

平成 28年度第 3回募集 平成 28年 10月 19、21、28日 

平成 28年度第 4回募集 平成 28年 12月 2、8、20日 

平成 28年度第 5回募集 平成 29年 2月 16、22、23、27日 

平成 29年度第 1回募集 平成 29年 4月に実施 

  〇 開催場所 

    帯広市・帯広経済センター ほか 延べ 15ヵ所（28年度分のみ） 

  〇 研修事項 
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    ①農の雇用事業実施の留意点 

    ②労務管理とＯＪＴ研修の留意点 ほか 

 

 イ．研修生事業説明・研修会の開催 

  〇 開催月日 

    平成 28年度第 1回募集 平成 28年 4月 27日 

平成 28年度第 2回募集 平成 28年 8月 18、23、29、31日 

平成 28年度第 3回募集 平成 28年 10月 20、24、31日 

平成 28年度第 4回募集 平成 28年 12月 5、9、21日 

平成 28年度第 5回募集 平成 29年 2月 17、23、24、28日 

平成 29年度第 1回募集 平成 29年 4月に実施 

  〇 開催場所 

    帯広市・帯広経済センター ほか 延べ 15ヵ所（28年度分のみ） 

  〇 研修事項 

    ①農の雇用事業の仕組みとＯＪＴ研修の意義等について 

    ②就農の基礎知識及び支援制度について ほか 

 

（３）現地確認調査の実施 

   平成 26年度募集、平成 27年度募集、平成 28年度募集、平成 29 年度募集、被災者

向け、法人独立支援、次世代経営者育成派遣研修に係る事業対象者として採択された

経営体及び研修生を対象として、現地確認調査を実施した。  

なお、対象者数が多数に上ったため、公益財団法人北海道農業公社の協力により調

査を実施した。調査件数は延べ数で 683件であった。 

   本年度の現地確認調査実施件数は次の通りである。 

 

【平成 28年度における現地確認調査実施件数（延べ数）】 

事業名 
本会議による 

調査件数 

(公財)北海道農業公社 

による調査件数 

平成２６年度第 1回募集 
 １０件（第６期） 

   １件（現地指導） 
 ４３件（第６期） 

平成２６年度第２回募集  １４件（第６期）  ２３件（第６期） 

平成２６年度第３回募集   ５件（第６期）  １１件（第６期） 

平成２６年度第４回募集 ０件  １４件（第６期） 

平成２７年度第１回募集 
  ２件（第４期） 

  １件（第５期） 

７件（第４期） 

７件（第５期） 

平成２７年度第２回募集 
 １８件（第４期） 

  １件（第５期） 
 ５６件（第４期） 

平成２７年度第３回募集 
  ９件（第３期） 

  ９件（第４期） 

 ３３件（第３期） 

 ２８件（第４期） 

平成２７年度第４回募集 
 １０件（第２期） 

  ８件（第３期） 

 ３９件（第２期） 

 ３５件（第３期） 
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平成２７年度第５回募集 
  ６件（第２期） 

  ５件（第３期） 

 １０件（第２期） 

 １０件（第３期） 

平成２７年度第６回募集 
  ３件（第２期） 

  ２件（第３期） 

 １３件（第２期） 

 １３件（第３期） 

平成２８年度第１回募集 
  ３件（第１期） 

  ２件（第２期） 

  ４件（第１期） 

  ４件（第２期） 

平成２８年度第２回募集 
 ２４件（第１期） 

  １６件（第２期） 

  ５９件（第１期） 

 ５３件（第２期） 

平成２８年度第３回募集   ８件（第１期）  ２９件（第１期） 

平成２８年度第４回募集   ２件（第１期）  １５件（第１期） 

平成２８年度第５回募集   ４件（第１期）  １４件（第１期） 

被災者向け  ―  ― 

法人独立支援タイプ  ―  ― 

次世代経営者育成派遣研修事業  ―   ― 

 

 

 

Ⅵ 農業者年金対策の推進 
 

 独立行政法人農業者年金基金から「農業者年金業務指導事業」の委託を受け、農業者年

金業務の適正な執行のための研修、加入推進活動、相談会の開催等を実施した。その結果、

平成２８年度の新規加入者数は９２８人となった。また北海道農業者年金協議会等関係機

関と連携し、新農業者年金制度の啓発活動に努めた。 

 

１  農業者年金業務指導事業 
＜研修会等の開催＞ 

（１）平成２８年度農業者年金業務新任職員研修会（出席者２０５人） 

  〇 日程・場所 

    Ａブロック 平成２８年５月１９日  札幌市：北海道自治労会館 

    Ｂブロック 平成２８年５月２３日  札幌市：北海道自治労会館 

  〇 研修事項 

    ①農業者年金制度の概要について 

    ②農業者年金被保険者資格について 

    ③農業者年金保険料収納と運用について 

    ④農業者年金の給付（新制度・旧制度）について 

    ⑤農業者年金業務の留意事項について 

 

（２）平成２８年度農業者年金業務担当者説明会（出席者２８３人） 

  〇 日程・場所 
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    Ａブロック 平成２８年５月２０日  札幌市：北海道自治労会館 

    Ｂブロック 平成２８年５月２４日  札幌市：北海道自治労会館 

  〇 説明事項 

①業務委託手数料の適正な使途管理について 

②実体を伴った経営移譲及び経営継承を確保するための指導等について 

③農業者年金の現況届に係る事務処理上の留意事項について 

④農業者年金基金考査指導について 

 

（３）平成２８年度農業者年金業務担当者地区別研修会（出席者２９３人） 

〇  日程・場所 

    第１地区：平成２８年７月１４・１５日  苫小牧市：日胆農業会館 

    第２地区：平成２８年７月１９・２０日  札幌市：北海道自治労会館 

    第３地区：平成２８年７月２１・２２日  旭川市：大雪クリスタルホール 

    第４地区：平成２８年７月２５・２６日  北斗市：農業振興センター 

    第５地区：平成２８年７月２８・２９日  北見市：北見農業会館 

    第６地区：平成２８年８月１・２日    帯広市：十勝農協連ビル 

    第７地区：平成２８年８月４・５日    釧路市：釧路農業会館 

  〇 研修事項 

    ①農業者年金被保険者の資格管理と事務について 

    ②農業者年金保険料納付と運用について 

    ③農業者年金受給の仕組みと事務について（新制度・旧制度） 

    ④旧制度年金と新制度年金の両受給の留意点 

    ⑤経営移譲年金と特例付加年金の支給停止の仕組みと事務について 

    ⑥農業者年金業務の重点事項と留意点について 

 

（４）平成２８年度のうねんセミナー（出席者１５４人） 

  〇 日程・場所 

  平成２８年１０月１３・１４日  札幌市：北海道自治労会館 

  〇 研修事項 

    ①農業者年金の資格管理について 

    ②新制度年金の給付と留意点について 

    ③経営移譲年金の給付と留意点について 

    ④経営移譲年金と特例付加年金の支給停止について 

    ⑤実体を伴った経営移譲を確保するための指導等の措置、自然災害に関する農業

者年金の取扱い 

 

（５）平成２８年度農業者年金記録管理システム研修会（出席者７３人） 

  〇 日程・場所 

    Ａブロック：平成２８年１０月１７日  江別市：ＪＡカレッジ 

    Ｂブロック：平成２８年１０月１８日  江別市：ＪＡカレッジ 

Ｃブロック：平成２８年１０月１９日  江別市：ＪＡカレッジ 

Ｄブロック：平成２８年１０月２０日  江別市：ＪＡカレッジ 

  〇 研修事項 

    ①被保険者資格届出関係について 

    ②給付関係の概要と請求書の作成について 
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    ③その他活用事例について 

 

＜現地指導・相談活動等＞ 

（１）農業者年金制度について市町村農業委員会・農業者等に対する、研修・相談活動を

行った。 

   巡回相談会の開催：１５回 

   市町村で開催する研修・相談会への対応：３３回 

   電話等による相談件数：１，１６９件 

 

（２）相談資料の作成 

   農業者年金の相談資料として「農業者年金の基礎知識」を作成、相談会での活用と

農業委員会に配付した。 

 

＜加入推進に関する活動＞ 

（１）「平成２８年度北海道農業者年金加入推進要領」の策定 

   北海道農業協同組合中央会と連携し「平成２８年度北海道農業者年金加入推進要領」

を策定、ＪＡ・農業委員会に対し加入推進方針を通知した。 

 

（２）加入推進に係る要請活動 

   農業委員会会長及び事務局長への加入推進に係る要請活動として、会議・研修会に

て制度の周知活動を行った。 

１）地区別農業委員会会長・事務局長会議 

２）地区別農業委員等研修会 

３）全道農業委員会事務局長研修会 

 

（３）農業後継者・新規就農者等への周知活動 

   若年層・新規就農者に対し、対象者が参加する研修会等にて制度の周知を行った。 

  １）北海道新規就農・農業体験セミナー 

  ２）北海道新規就農フェア 

  ３）農の雇用事業研修生研修会 

 

（４）制度普及資料・資材の提供 

   農業者年金制度の普及資料・資材として、農業者・農業委員会等へパンフレット等

と資材の配布・提供を行った。 

   提供資料等：パンフ「農業者年金に加入しましょう」 

パンフ「農家のための農業者年金」 

         パンフ「農業者年金加入推進携帯パンフレット」 

         リーフ「農業者年金で老後の生活を安心サポート」 

         パンフ「家族経営協定で新しい時代をひらく」 

         リーフ「農業者年金受給者のみなさんへ」 

             普及資材「タオル」「食器用洗剤」「ポストイット」「クリアファイ

ルバッグ」 

 

（５）農業者年金事業表彰への協力 

    独立行政法人農業者年金基金が実施する加入推進に功績のあった市町村に対する表
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彰について、北海道農業者年金協議会と連携し表彰式を開催した。 

  ○農業者年金基金理事長賞、受賞市町村 

   １）新規加入者部門（平成２７年度の新規加入者数が全国上位１０位まで） 

      全国第１位 別海町 （５８名）、全国第４位 北見市 （３５名） 

      全国第５位 湧別町 （３２名）、全国第５位 士幌町 （３２名） 

      全国第７位 富良野市（２９名）、全国第９位 音更町 （２８名） 

全国第 10位 中標津町（２７名） 

   ２）青年層部門（平成２７年度の３９歳以下の新規加入者数が全国上位１０位まで） 

      全国第１位 別海町 （４４名）、全国第３位 北見市 （２６名） 

      全国第４位 中標津町（２４名）、全国第５位 湧別町 （３２名） 

      全国第５位 音更町 （３２名）、全国第７位 士幌町 （２１名） 

      全国第９位 斜里町 （１９名） 

   ３）女性新規加入者部門（平成２７年度の女性新規加入者数が全国上位１０位まで） 

      全国第１位 別海町 （２５名）、全国第３位 北見市 （１７名） 

      全国第５位 湧別町 （１３名）、全国第５位 音更町 （１３名） 

      全国第５位 中標津町（１３名）、全国第８位 富良野市（１２名） 

      全国第８位 美幌町 （１２名）、全国第８位 斜里町 （１２名） 

      全国第８位 士幌町 （１２名）、全国第８位 幕別町 （１２名） 

   ４）特別賞（全ての部門で全国１位） 

      別海町 

 

＜制度に関する情報の提供＞ 

（１）北海道における農業者年金加入状況について 

   北海道における加入状況と市町村毎の新規加入者数についての情報を作成し、３ヶ

月毎に年４回、市町村農業委員会へ送付した。 

 

（２）農業者年金基金による加入状況と運用状況について 

   独立行政法人農業者年金基金による全国の「加入推進ニュース」と４半期毎の「運

用状況」を市町村農業委員会へ送付した。 

 

 

２ 北海道農業者年金協議会との連携 
  北海道農業者年金協議会の行う諸活動に協力し、加入推進、制度の啓発普及に努めた。 

＜制度研さんのための研修会の開催＞ 

（１）全道農業者年金研究会（出席者３５１人） 

  〇 日程・場所 

    平成２９年１月２５日   札幌市：北海道第二水産ビル 

〇 内 容 

    ①講演「衛生利用による農業の現状および今後の可能性について」 

    ②情勢報告「農業者年金を知らない農業者をゼロに」 

    ③事例報告「富良野市における農業者年金加入推進への取り組みについて」 

    ④申し合わせ決議「農業者年金の一層の加入推進と『農業者年金協議会の輪』拡

大に向けた申し合わせ」 

 

（２）市町村農業者年金協議会代議員等研修会（出席者１，０３１人） 
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  〇 日程・場所 

    平成２８年１２月 ５日  石狩地区   ：札幌市かでる２．７ 

     平成２８年１２月 ６日  後志地区   ：共和町役場 

    平成２８年１２月 ７日  留萌地区   ：初山別村自然交流センター 

    平成２８年１２月１３日  上川南部地区 ：旭川市大雪クリスタルホール 

    平成２８年１２月１４日  上川北部地区 ：士別市民文化センター 

    平成２８年１２月１４日  釧路地区   ：釧路町公民館 

    平成２８年１２月１５日  宗谷地区   ：稚内市総合文化センター 

    平成２８年１２月１６日  日胆地区   ：苫小牧市民会館 

    平成２８年１２月２０日  十勝西部地区 ：芽室町中央公民館 

    平成２８年１２月２１日  十勝東部地区 ：池田町田園ホール 

    平成２８年１２月２１日  根室地区   ：根室市総合文化会館 

     平成２９年 １月１７日  空知地区   ：美唄市民会館 

    平成２９年 １月１８日  ｵﾎｰﾂｸ北部地区 ：遠軽町ホテルサンシャイン 

    平成２８年 １月１９日  ｵﾎｰﾂｸ南部地区 ：網走市ｵﾎｰﾂｸ・文化交流ｾﾝﾀｰ 

    平成２８年 １月１９日  渡島・檜山地区：今金町民センター 

  〇 研修事項 

    ①農業者年金制度の現状について 

    ②農業者年金制度について 

    ③実体を伴った経営移譲の確保について 

 

＜農業者年金制度改善に向けた取り組み＞ 

  第３７回総会において「農業者年金制度の充実に関する要望」を決議し、平成２８年

８月４日に農業者年金基金並びに全国農業者年金連絡協議会に対し要請を行った。また、

平成２８年１１月３０日に開催された「農業者年金の加入推進に向けた意見交換会」に

おいて、農林水産省に対し要請を行った。 

 

＜情報誌の発行＞ 

農業者年金制度及び、農業者年金協議会活動等についての情報資料として「北こぶし

第６７号」を発行し、市町村農業者年金協議会及びその会員農家に配布した。 

 

＜全国及び東北各県農業者年金協議会との連携＞ 

（１）農業者年金加入推進セミナー（全国農業者年金連絡協議会主催）への参加 

   本道から６３名出席 

  〇 日程・場所 

平成２８年１１月３０日  東京都：砂防会館 

  〇 内 容 

    ①活動事例報告・情報交換（活動事例報告：北海道本別町農業委員会、群馬県嬬

恋村農業委員会、長崎県南島原市農業委員会） 

    ②講演「食はいのち～足下の宝、ふるさと料理～」 

 

（２）農業者年金の加入推進に向けた意見交換会 

  〇 日程・場所 

    平成２８年１１月３０日  東京都：砂防会館 

  〇 内 容 
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①各県年金協議会代表者と農業者年金基金理事長、農林水産省との意見交換 

 

（３）北海道・東北ブロック農業者年金業務担当者及び総合指導員会議 

  〇 日程・場所 

    平成２８年１１月１０日・１１日  青森市：ホテルアベスト青森 

  〇 内 容 

    ①各県における加入推進状況と事例の意見交換等 

 

 

 

Ⅶ 調査事業の推進 
 

市町村農業委員会の協力のもと、以下の調査を実施した。 

 

（１）田畑売買価格等に関する調査 

   田畑売買価格などの動向を把握し、農業政策の立案推進の基礎資料とするため、全

国農業会議所が作成した調査票をもとに、市町村農業委員会が取り組む同調査の指導

にあたった。また、同調査結果をもとに道内における田畑売買価格などの動向などを

取りまとめた「田畑売買価格等に関する調査結果（平成２９年３月）」を作成し、各関

係機関・団体へ送付及び道農業会議ＨＰに公表した。 

 

区分 旧市町村数 報告数 報告率（％） 

都市計画法の適用がある 65 57 87.7 

都市計画法の適用がない 210 200 91.0 

 

（２）農作業料金・農業労賃に関する調査 

   農作業の受託（請負）料金や農業雇用賃金、農外諸賃金の水準を通じて、農業・農

村における労働状況について把握するため、全国農業会議所が作成した調査票をもと

に、市町村農業委員会が取り組む同調査の指導にあたった。 

 

市町村数（調査票送付先） 報告部数 報告率（％） 

170 121 71.0 

 

 

 

Ⅷ 情報活動事業の推進 
 

１ 機関誌（会報）の発行 
一般社団法人北海道農業会議の会員に対し会報を発行した。 

〇 北海道農業会議会報 

① 発行月  平成２８年８月 

② 送付先  会員（３５４）、全国農業会議所等 

③ 内 容  「役員の紹介」「第８１回総会を開催」「農業委員会憲章が制定」「農林

水産省に意見を提出」「法令業務処理件数」「全国農業新聞広告」 
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２ 全国農業新聞業務 
   農業者・関係者への的確かつ迅速な情報の提供、農業者の声を受け止め地域の効率的

な農地利用・農政等に反映させるものとして、全国農業会議所が発行する「全国農業新

聞」を、「農業委員会等に関する法律」の情報提供活動の中核として位置づけ、編集・普

及に努めた 

 

（１）「全国農業新聞」の普及推進 

  ① 平成 28年度普及目標 購読部数 4,500部 

  ② 普及拡大活動 

      1) 理事会(平成 28年 5月 18日)における普及拡大方針の決定 

2) 市町村農業委員会への巡回普及対策 

（紋別市・滝上町・雄武町・興部町・西興部村） 

     3) 各種会議・研修会での普及推進対策 

      4) 文書による普及推進・購読の依頼 

（全国普及拡大ニュースの発行、農業団体等への文書による購読依） 

5） 市町村農業委員会への普及資材の提供 

  ③ 全国農業新聞普及部数     28年度平均：3,757部 

    ４月：3,786部   ５月：3,786部   ６月：3,780部   ７月：3,779部 

     ８月：3,771部      ９月：3,767部    １０月：3,754部   １１月：3,750部 

     １２月：3,743部      １月：3,728部    ２月：3,722部    ３月：3,713部 

  ④ 平成 28年度において購読部数が増加した農業委員会と増加部数 

８部増部 ： 共和町 

３部増部 ： 函館市、紋別市、足寄町 

２部増部 ： 中頓別町 

１部増部 ： 由仁町、白老町、滝上町、釧路町 

（２）表彰 

  ○「全国農業新聞」の普及推進、購読部数の維持に成果を上げた農業委員会を、一般

社団法人北海道農業会議第８２回総会において表彰した。 

  〇 平成 28年度全国農業新聞購読維持活動優秀賞 

     蘭越町農業委員会、幌延町農業委員会、美幌町農業委員会 

（３）全国農業新聞北海道版等の編集 

〇 北海道版 

    第１、３週号の月２回について、道内の農業・農政の動向、地域の取り組み、農

業者の取り組み事例、農業委員会活動等を中心とした記事の作成編集等を行った。 

  ①農業委員会法改正やＴＰＰ交渉等に関する要請活動等を取り上げた記事掲載紙は下

記のとおりで、系統組織の意見を周知することに努めた。 

   1)6月 3日発行 

    ・5月 26日に開いた道選出国会議員に対する要請集会（東京都・星陵会館）で要

請した内容について（29年度予算に向けた「農業法人の出資要件の維持」や「TPP

の国会決議順守」など 10項目） 

   2)6月 17日発行 

    ・5月 25日、農水省に提案・意見交換を行った「農地利用最適化推進委員の設置

基準」の弾力的な運用について 

    ・5月 26日、道選出国会議員要請集会の内容について 

    ・5月 26日、農水副大臣・政務官らへの代表要請について 
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   3)8月 12日発行 

    ・北海道農業ジャーナリストの会第１回研究会の内容について㊤（「明らかになっ

た TPP協定の内容～食・医療・ISDSにも触れて～」、東山寛・北海道大学大学院

農学研究院准教授） 

   4)9月 2日発行 

    ・北海道農業ジャーナリストの会第１回研究会の内容について㊦ 

   5)11月 18日発行 

    ・11 月 3 日に開かれた「自由民主党農林水産業骨太方針策定 PT 現地意見交換会

（北海道・東北ブロック）」の内容について 

   6)1月 1日発行 

    ・12月 1日に開かれた「全国農業委員会会長代表者集会」の内容について 

    ・12月 1日に行った道内選出国会議員への要請内容について（「台風による農地・

農作物等被害対策」・「地域の実態に即した施策の実現」・「農地利用の最適化に

向けた施策推進」の３つ） 

  ②東北版との共同編集として取り組んだ合同企画・特集号では下記の活動を紹介した。 

   1)7月 15日発行 

・「攻めの農業～若者のチカラ～」（広尾町で酪農を営む(株)マドリン（砂子田円

佳代表）のカナダへの海外研修を活かした新たな経営への挑戦について紹介） 

   2)11月 18日発行 

・「攻めの農業～チャレンジ～」（滝川市でサツマイモなどを生産する香西農園（香

西静江代表）の道産サツマイモの普及活動について紹介） 

 〇 全国版「支局発農業委員会のページ」 

同ページはトップ企画記事、カタ企画記事及びサブ企画記事で構成される。トップ

企画記事は農業委員会活動、カタ企画記事は農業会議活動、サブ企画記事は農業委員

会関係者を紹介することとなっており、このことについて取材し記事を執筆した。 

1)4月 15日発行トップ企画記事 

「中頓別町農業委員会の円滑な第三者経営継承への取り組み」について 

2)9月 16日発行サブ企画記事 

「陸別町農業委員会多胡裕司会長による耕作放棄地解消への取り組み」について 

3)1月 20日発行カタ企画記事 

「道農業会議による道庁との連携による担い手確保に向けた法人化支援」について 

 

３ 全国農業図書業務 
全国農業会議所が発行している農業・農政・農地・農業委員会業務関係図書について

市町村農業委員会をはじめ農業関係機関団体・農業者に対し、普及・斡旋を行った。 

 ○ 主な普及・斡旋先 

市町村農業委員会、市町村、農業改良普及センター、農業試験場技術普及室、農業

協同組合、税理士会、行政書士会、司法書士会、社会保険労務士会、農民連盟、農業

大学校、北海道農業公社、総合振興局（振興局）、農業協同組合中央会、農業高校 

 

 ○ 主な斡旋図書と普及部数 

①農業委員会関係 

<農業委員必携図書> 

    農業委員会手帳              １，５３６部 

    農業委員業務必携               ６２１部 
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    農業委員活動記録セット            ２７０部 

 

   <農業委員のための研修テキストシリーズ> 

農業委員研修テキストシリーズ①農業委員会制度 １７３部 

    農業委員研修テキストシリーズ②農地法     １７１部 

農業委員研修テキストシリーズ③農地関連法制度  ５１部 

     農業委員会法の解説               ７２部 

 

②農地関係 

   農地法の解説 改訂２版              ３０部 

   新・農地の法律がよくわかる百問百答        ３２部 

   新・農地の法律早わかり              ３５部 

   農地転用許可制度の手引 改訂６版         ４６部 

  

③経営関係 

   ｢家族経営協定｣で新しい時代をひらく     ２，４００部 

   よくわかる農家の青色申告            ６０３部 

   複式農業簿記実践テキスト            １８０部 

なんでもわかる農業の税制             ５４部 

   収入保険制度の導入が決定されました     ４，６３０部 

 

④農業者年金関係 

   農業者年金（リーフ）            ７，４３２部 

   農業者年金で老後の生活を安心サポート    ２，０００部 

   農業者年金加入推進携帯パンフレット     ３，５００部 

   農家のための農業者年金（リーフ）      ４，１５０部 

   農業者年金加入推進事例  vol.８        １，２００部 

 

⑤農政・その他関係 

   農業法人の設立               ３５部 

   日本農業技術検定過去問題集３級      ２３２部 

   農業の従業員採用・育成マニュアル      ４３部 

 

 

４ 農業委員会情報活動の推進（農業委員会だより等） 

各市町村農業委員会から本会へ送付された「農業委員会だより」を全国農業新聞北海

道版の取材・編集に活用した。 

平成 28 年度中に、各市町村農業委員会から送付された「農業委員会だより」は 61 冊。 

また、第 23 回農委だより全国コンクールにおいて、中標津町農業委員会が発行する「農

業なかしべつ」が入選を果たした。 

 

 

５ 北海道農業会議ホームページによる情報提供 

北海道農業会議のホームページの更新と充実を図り、意見聴取・諮問結果の公表、常

設審議委員会の開催内容、農業会議が行う業務等について情報公開を実施した。 
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（１）ホームページ URL 

   http://www.hca.or.jp 

（２）内 容 

   ①常設審議委員会意見聴取・諮問答申 

   ②常設審議委員会資料 

   ③調査結果（田畑売買価格踏査結果など） 

   ④各種研修会資料 

   ⑤農業委員会の取組事例 

   ⑥北海道耕作放棄地対策協議会関連情報 

   ⑦全国農業新聞・全国農業図書 

（３）更新時期 

・常設審議委員会開催日 

・その他（随時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅸ 法定所掌事務の実施状況 
 

 農地法、農業振興地域整備法、土地改良法等に基づく北海道知事等からの意見聴取・諮

問案件について、常設審議委員会において適正かつ厳正な審議を行い、答申した。 

 

１ 常設審議委員会の開催 

＜第１回＞ 

開催月日 平成２８年４月２５日 
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開催場所 札幌市 第２水産ビル 

出席人数 ２２人 

説 明 事 項 (1)一般社団法人北海道農業会議常設審議委員会の運営について 

諮問・意見聴取 (1)農地法第４条及び第５条の規定に基づく意見聴取について 

報 告 事 項 (1)平成２８年度地区別農業委員会会長・事務局長会議の開催状況につ

いて 

(2)改正農業委員会法施行後の状況と本会の対応について 

(3)北海道選出国会議員要請集会の開催と平成２８年度全国農業委員

会会長大会への対応について 

協 議 事 項 (1)北海道選出国会議員要請集会における要望事項（原案）について 

(2)平成２９年度農業関係税制改正要望への対応について 

＜第２回＞ 

開催月日 平成２８年５月１７日 

開催場所 札幌市 第２水産ビル 

出席人数 １８人 

諮問・意見聴取 (1)農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２の規定に基づく諮

問について 

(2)農地法第４条及び第５条の規定に基づく意見聴取について 

報 告 事 項 (1)平成２８年度地区別農業委員会会長・事務局長会議における意見の

状況について 

(2)「農業委員会業務・活動強化促進運動」推進方針（案）について 

(3)平成２８年度農業者年金加入推進方針（案）について 

(4)平成２８年度全国農業新聞普及拡大対策について 

(5)平成２９年度農業関係税制改正要望（案）について 

(6)改正農業委員会法施行後の状況について 

協 議 事 項 (1)北海道選出国会議員要請集会における要望事項（原案）について 

(2)北海道選出国会議員要請集会の開催と平成２８年度全国農業委員

会会長大会への対応について 

(3)農林水産省に対する提案事項等について 

＜第３回＞ 

開催月日 平成２８年６月２３日 

開催場所 札幌市 第２水産ビル 

出席人数 １７人 

諮問・意見聴取 (1)農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２の規定に基づく諮

問について 

(2)農地法第４条及び第５条の規定に基づく意見聴取について 

報 告 事 項 (1)一般社団法人北海道農業会議常設審議委員候補者選考規定につい

て 

(2)理事会権限の常設審議委員会への一部委任について 

(3)北海道選出国会議員要請集会及び全国農業委員会会長大会の開催

結果について 

(4)農林水産省中央研修会の開催について 

(5)改正農業委員会法施行後の状況について 

協 議 事 項 (1)北海道選出国会議員要請集会における要望事項（原案）について 

(2)北海道選出国会議員要請集会の開催と平成２８年度全国農業委員
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会会長大会への対応について 

(3)農林水産省に対する提案事項等について 

＜第４回＞ 

開催月日 平成２８年７月２５日 

開催場所 札幌市 第２水産ビル 

出席人数 １８人 

諮問・意見聴取 (1)農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２の規定に基づく諮

問について 

(2)農地法第４条及び第５条の規定に基づく意見聴取について 

報 告 事 項 (1)平成２８年度機構集積協力金交付事業における「交付基準」につい

て 

(2)農業委員会法第７条に係る指針について 

(3)農地等の利用に関する調査について 

(4)改正農業委員会法施行後の状況について 

＜第５回＞ 

開催月日 平成２８年８月２５日 

開催場所 札幌市 第２水産ビル 

出席人数 １８人 

諮問・意見聴取 (1)農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２の規定に基づく諮

問について 

(2)農地法第４条及び第５条の規定に基づく意見聴取について 

報 告 事 項 (1)農地中間管理事業について 

(2)農業委員会組織による「熊本地震義援金」の募集結果等について 

(3)改正農業委員会法施行後の状況について 

＜第６回＞ 

開催月日 平成２８年９月２３日 

開催場所 札幌市 第２水産ビル 

出席人数 １９人 

諮問・意見聴取 (1)土地改良法第９８条第９項の規定に基づく諮問について 

(2)農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２の規定に基づく諮

問について 

(3)農地法第４条及び第５条の規定に基づく意見聴取について 

報 告 事 項 (1)臨時総会の開催予定について 

(2)平成２８年度第２次農林水産関係補正予算・２９年度農林水産関係

予算の概算要求について 

(3)平成２９年度農林水産関連税制改正要望について 

(4)平成２８年度地区別農業委員等研修会の開催について 

(5)改正農業委員会法施行後の状況について 

協 議 事 項 (1)今次台風による被害への対応について 

＜第７回＞ 

開催月日 平成２８年１０月２５日 

開催場所 札幌市 第２水産ビル 

出席人数 １８人 

諮問・意見聴取 (1)農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２の規定に基づく諮

問について 
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(2)農地法第４条及び第５条の規定に基づく意見聴取について 

報 告 事 項 (1)今次台風等による被災状況と北海道の対応について 

(2)台風被害への対応について 

(3)農地転用許可権限等に係る指定市町村の指定状況について 

(4)平成２８年度全国農業委員会会長代表者集会への対応と北海道選

出国会議員に対する要請の実施について 

(5)改正農業委員会法施行後の状況について 

協 議 事 項 (1)北海道選出国会議員に対する要請書（素案）について 

＜第８回＞ 

開催月日 平成２８年１１月２５日 

開催場所 札幌市 第２水産ビル 

出席人数 １９人 

諮問・意見聴取 (1)農地法第４条及び第５条の規定に基づく意見聴取について 

報 告 事 項 (1)農地利用最適化推進委員を委嘱しないことができる市町村の公告

について 

(2)平成２８年度地区別農業委員等研修会の開催結果について 

協 議 事 項 (1)平成２８年度全国農業委員会会長代表者集会への対応と北海道選

出国会議員に対する要請の実施について 

(2)農業委員会等に関する法律施行規則第１０条の規定（担い手への集

積の困難な農地の取扱い）について 

＜第９回＞ 

開催月日 平成２８年１２月１９日 

開催場所 札幌市 第２水産ビル 

出席人数 ２１人 

諮問・意見聴取 (1)農地法第１８条の規定に基づく諮問について 

(2)農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２の規定に基づく諮

問について 

(3)農地法第４条及び第５条の規定に基づく意見聴取について 

報 告 事 項 (1)平成２８年度全国農業委員会会長代表者集会への参加及び要請実

施結果について 

(2)ＴＰＰ承認案と関係法案をめぐる情勢について 

(3)平成２９年度与党税制改革大綱について 

(4)農業競争力強化プロジェクトの概要について 

協 議 事 項 (1)担い手への集積が困難な農地の取扱いに関する意見の提出につい

て 

(2)平成２９年度常設審議委員会開催日程について 

＜第１０回＞ 

開催月日 平成２９年２月１４日 

開催場所 札幌市 第２水産ビル 

出席人数 ２０人 

諮問・意見聴取 (1)農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２の規定に基づく諮

問について 

(2)農地法第４条及び第５条の規定に基づく意見聴取について 

報 告 事 項 (1)農業委員会関係の平成２９年度当初予算について 

(2)平成２９年度農林関係税制改正の概要について 
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(3)平成２９年度全国農業委員会会長大会の開催について 

(4)改正農業委員会法施行後の状況について 

(5)相続未登記農地等の実態調査の結果について 

協 議 事 項 (1)担い手への集積が困難な農地の取扱いに関する意見の提出につい

て 

(2)平成２９年度地区別農業委員会会長事務局長会議の開催について 

(3)北海道選出国会議員要請集会の開催について 

＜第１１回＞ 

開催月日 平成２９年３月２３日 

開催場所 札幌市 第２水産ビル 

出席人数 ２２人 

諮問・意見聴取 (1)土地改良法第９８条第９項の規定に基づく諮問について 

(2)農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２の規定に基づく諮

問について 

(3)農地法第４条及び第５条の規定に基づく意見聴取について 

報 告 事 項 (1)平成２８年遊休農地に関する措置の概要について 

(2)平成２９年度地区別農業委員会会長・事務局長会議の開催について 

(3)平成２８年田畑売買価格等に関する調査結果（概要）について 

(4)新たな農業委員会制度への対応状況に関する調査結果について 

協 議 事 項 (1)平成３０年度農業・農業委員会関係予算並びに政策要望に向けた検

討について 

 

２ 意見聴取・諮問の処理件数および面積 

区   分 処理件数(件） 処理面積(ha) 

農地法第4条第2項(農地の転用)関係 194 176.5 

農地法第5条第2項(農地転用のための権利移動)関係 453 566.3 

農地法第18条(賃貸借の解約等の制限)関係 1 1.6 

農振法第15条の2(農用地区域内の開発行為)関係 26 59.2 

旧農地法第39条(遊休農地に関する裁定)関係 0 0 

土地改良法第98条第9項(交換分合事業)関係 2 464.0 

土地区画整理法第136条（土地区画整理事業）関係 0 0 

合     計 676 1,267.6 

 

 

 

Ⅹ 関係行政機関等に対する意見の提出 
 

農業委員会等に関する法律第５３条に基づき、以下により意見を提出した。 

〇 提出年月日  平成 28年５月 25日 

〇 提出先    農林水産省（経営局農地政策課） 

〇 提出した意見の概要 

平成 27年 10月 30 日付け農林水産省告示第２４３３号により「農地利用最適化推進
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委員を委嘱しないことができる市町村」が公告され、その時点で遊休農地率が１％を

超えていた北海道雄武町は平成 29年 7月の同町の次期農業委員選任期において、「農

地利用最適化推進委員を委嘱しないことができる市町村」とされないことが危惧され

ている。 

しかしながら、同町においては、町・農業委員会等関係機関団体が遊休農地の解消

に向けた活動を実施し、新たな農業委員会法施行前の平成 28 年 3 月時点で遊休農地

率は１％を下回ったことが確認されている。 

同町のように、公告に使用される統計数値確定後にその数値に変更があった場合は、

農地利用最適化推進委員設置基準を弾力的に運用することにより、農地利用の集積並

びに耕作放棄地の解消状況などこれまでの農業委員会活動の成果が反映される仕組

みの構築を提案する。 

 

〇 提出した意見に対する対応 

農林水産省経営局農地政策課は、平成 28年 10月 17日付けで事務連絡文書を発出し、

以下について北海道等に対して通知した。 

・ 新たに同委員を置かないこととできる基準を満たした市町村等は、３月、６月、

９月、１２月のそれぞれ末日までに都道府県を通じて、農林水産省に関係資料を

提出する。 

・ この資料提出を基礎として、当該公告を今後は年４回、四半期毎に行う。 

  

 

 

Ⅺ 各種協議会運営に対する協力・支援 
 

 一般社団法人北海道農業会議内に事務局を設置している各種協議会について、活動への

協力と関係する事業（農業者年金、耕作放棄地解消）の推進を図るとともに、各協議会業

務の点検・評価を行い、業務の改善をすすめた。 

 

 ①  北海道農業者年金協議会 

  ② 北海道耕作放棄地対策協議会 

 


